
記載要領　様式1-1-1

平成 年 月 日 記載要領

株式会社 証券保管振替機構 ① 書類の提出日

代表取締役社長　竹内　克伸　殿

本 店 所 在 地 ② 貴社の本店所在地

会 社 名 ③ 貴社名

代 表 者 の    

役職名及び氏名 ④ 貴社の代表者の役職及び氏名(日本における代表者の役職名及び氏名)及び押印

※　すでに決済照合システムをご利用いただいている場合は押印は不要です

一．

１．

２．

３．

＜㈱証券保管振替機構からの個人情報の取扱いに関するご連絡＞
㈱証券保管振替機構（以下「当社」といいます。）は、本申請書に記載された個人情報を、金融庁等の主務大臣から承認された決済照合システ
ムに関する業務を円滑に遂行するため、また本申請に基づく担当者と当社との間の事務連絡を行うため、利用させていただきます。
当社の取り扱う個人情報、当社の個人情報保護方針など当社の個人情報保護に関する事項は、当社ホームページ（http://www.jasdec.com）に
掲載されておりますので、適宜ご参照ください。

　当社は、決済照合システムを利用するに当たり、下記の事項を約諾いたします。

利用者は、有価証券の取引等の決済条件の照合等に関する規則、及びその他機構が定める
規則並びに機構が講ずる措置に従うこと

利用者の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、決済照合システムの利用によっ
て知り得た秘密を他に漏らさないこと

機構は、利用者が、利用者端末からの入出力、オンラインリアルタイム処理方式若しくは
ファイル伝送処理方式又はその他の方法による機構と利用者との間のデータ授受により有
価証券の取引等の決済条件の照合等に関する業務を処理したことによって被った損害及び
決済照合システムの障害等により有価証券の取引等の決済条件の照合等に関する業務の円
滑な遂行に支障が生じたことによって被った損害について、これを賠償する責めを負わな
いこと

印

印

決済照合システム　利用申請書

　当社は、有価証券の取引等の決済条件の照合等に関する規則第６条の規定に基づき、決済照
合システムの利用を申請します。これに当たり、下記事項について約諾、及び届出いたしま
す。

約諾

1

2

3

4
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記載要領　様式1-1-1

二.金融機関識別コード

⑤ 貴社の金融機関識別コード

・ 利用者を一意に識別する金融機関識別コードとして、利用申請者にてお持ちのＢＩＣ、

□ ＢＩＣ 統一金融機関コード、証券会社等標準コード、独自コードのいずれかを選択してご登録

□ その他（ ） 頂きます。なお、ＢＩＣコードをお持ちの方は原則そのＢＩＣコードを今回の申請に

□ 独自コード付与希望 おいてご登録ください。

・ 利用申請者によっては金融機関識別コードが既に本システムに登録されている場合が

あります。これに該当する利用申請者については、｢決済照合システム、非利用会社

三.申請区分及び実施希望日 コード一覧｣に記載させて頂いておりますコードを、今回の申請においてご登録下さい。

・ ＢＩＣ、統一金融機関コード、証券会社コード等標準コードのいずれも持たない場合は、

□ 本システムが付番する｢独自コード付与希望｣を選択して下さい。

□ 年 月 日 ） (コード番号の記入はしないで下さい)

⑥ 申請区分及び実施希望日（随時募集の場合は記入不要）

四.国内取引の申請区分

⑦ 国内取引の申請区分

□ □ □ 新規に利用する場合　 ⇒ ｢新規利用する｣にチェックし【⑧】に進む

継続利用する場合 ⇒ ｢引き続き利用する｣にチェックし【⑧】に進む

利用しない場合 ⇒ ｢利用しない｣にチェックし【⑮】に進む

1.利用接続方式（国内取引）

(1)現物取引

□ 利用する ⑧ 現物取引

株式／ＣＢ □ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する 利用する場合 ⇒ ｢利用する｣にチェックし１～４を記入

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ※　⑦で「引き続き利用する」を選択した場合は、現在の届出内容も全て記入して

（貸株） □ ファイル伝送方式で接続し利用する ください。

□ （ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ※　利用を希望しない商品は、記入不要です。

□ 統合Webを接続して利用する ※ 「株式／ＣＢ」を利用する場合のみ「貸株」も利用可能です。

□ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する 「貸株」を利用する場合は該当箇所を選択してください。

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ※　「オンライン接続」または「ファイル伝送」を選択した場合は、「当社が直接接続する」

□ ファイル伝送方式で接続し利用する 「計算会社を経由して接続する」のいずれかを選択してください。

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ※　同一商品で「オンライン接続」と「ファイル伝送」の複数接続することはできません。

□ 統合Webを接続して利用する ※　商品が異なれば、自社と計算会社、オンラインとファイル伝送を織り交ぜて

□ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する 選択することが可能です。

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） 　(例　株式/CBは自社のファイル伝送で、一般債は計算会社のオンラインで接続する)

□ ファイル伝送方式で接続し利用する

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する）

□ 統合Webを接続して利用する

□ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する 利用しない場合 ⇒ ｢利用しない｣にチェックし【⑨】に進む

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する）

□ ファイル伝送方式で接続し利用する

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する）

□ 統合Webを接続して利用する

□ 利用しない

(2)先物・オプション取引

□ 利用する ⑨ 先物・オプション

□ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する 利用する場合 ⇒ ｢利用する｣にチェックし接続方法を選択

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ※　同一商品で「オンライン接続」と「ファイル伝送」の複数接続することはできません。

□ ファイル伝送方式で接続し利用する 利用しない場合 ⇒ ｢利用しない｣にチェックし【⑩】に進む

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ※　⑪で｢決済照合から利用｣型を選択した場合は記入不要。

□ 統合Webを接続して利用する

□ 利用しない

（  実施希望日　：　平成

国債

一般債

先物・オプション

3

4

コード種別 コード番号

新規に利用する 引き続き利用する 利用しない

新規

変更

1

2

短期社債

6

5

7

8

9
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記載要領　様式1-1-1

(3)投信 ⑩ 投信

□ 利用する （ □ 基準価額データを利用する □ 制度外投信･設定解約データを利用する ） 利用する場合 ⇒ ｢利用する｣にチェックした場合は、括弧内の利用サービスも選択

□ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する してください。更に接続方法を選択してください。

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ※　同一商品で「オンライン接続」と「ファイル伝送」の複数接続することはできません。

□ ファイル伝送方式で接続し利用する 利用しない場合 ⇒ ｢利用しない｣にチェックし【⑪】に進む

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ※　⑪で｢決済照合から利用｣型を選択した場合は記入不要。

□ 統合Webを接続して利用する ⑪ 利用業務フロー及び利用サービス(国内取引)

□ 利用しない ★約定照合を行う場合 ⇒ ｢約定照合から利用｣型にチェックし以下を選択

　・利用サービス(複数選択可能)

2.利用業務フロー及び利用サービス（国内取引） １) 通常、証券会社様は売買報告サービス(売買報告承認サービスは業者間取引を

行う利用者のみ)、信託銀行様は売買報告承認サービス、機関投資家様は

運用指図サービスをご利用になられます。

□ 売買報告サービス ２) 株式、転換社債の業者間取引について約定照合を利用される場合で、売買

□ 売買報告承認サービス 報告データを受信する可能性のある方は｢売買報告承認サービス｣をチェックして

□ 運用指図サービス 繰越通知データ 下さい。(国債・一般債・短期社債の業者間取引については、業務フロー区分｢二者間

□ 「約定照合から利用」型 □ 新規記録サービス □ 受信希望 センタ･マッチング｣型で利用可能となりますので、対象商品が国債・一般債・短期社債

□ 新規記録承認サービス □ 受信不要 の場合は｢売買報告承認サービス｣のチェックは不要です。)

送信完了報告データ 　・新規記録サービス(任意選択)

□ 受信希望 １) 引受会社･社債権者の立場として、新規記録情報データ等を送信する場合に

□ 受信不要 ｢新規記録サービス｣を選択してください。

□ 「決済照合から利用」型 ２) 発行代理人の立場として、新規記録情報データ受信、新規記録情報承認データ

送信を行う場合に｢新規記録承認サービス｣を選択してください。

五.非居住者取引の申請区分 　・送信完了報告

利用サービスで｢売買報告承認サービス｣をチェックした場合は選択して下さい。

□ □ □ (それ以外のサービスを利用する場合は選択不要)

　・繰越通知データ

詳細は接続仕様書(業務編(国内取引))３.１０繰越処理をご参照ください。

1.利用接続方式（非居住者取引）

□ 利用する ★決済照合のみ行う場合 ⇒ ｢決済照合から利用｣型にチェックし以下を選択

1 株式／ＣＢ □ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する 　・繰越通知データ

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） 詳細は接続仕様書(業務編(国内取引))３.１０繰越処理をご参照ください。

□ 統合Webを接続して利用する

2 国債 □ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ⑫ 非居住者取引の申請区分

□ 統合Webを接続して利用する 新規に利用する場合 ⇒ ｢新規に利用する｣にチェックし【⑬】に進む

3 一般債 □ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する 継続利用する場合 ⇒ ｢引き続き利用する｣にチェックし【⑬】に進む

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） 利用しない場合 ⇒ ｢利用しない｣にチェックし【⑫】に進む

□ 統合Webを接続して利用する

4 短期社債 □ オンラインリアルタイム方式で接続し利用する

（ □ 当社が直接接続する □ 計算会社を経由して接続する） ⑬ 非居住者取引

□ 統合Webを接続して利用する ｢利用する｣にチェックし１～４を記入

□ 利用しない ※　⑫で「引き続き利用する」を選択した場合は、現在の届出内容も全て記入して

ください。

※　利用を希望しない商品は、記入不要です。

※　「オンライン接続」を選択した場合は、「当社が直接接続する」

「計算会社を経由して接続する」のいずれかを選択してください。

※　商品が異なれば、自社と計算会社を織り交ぜて選択することが可能です。

(例　株式/CBは自社のオンライン送で、一般債は計算会社のオンラインで接続する)

引き続き利用する

国
内
取
引

利用しない

当社は、国内取引に関する決済照合システムの利用に当たり、以下の業務フロー及びサービスを
利用することとします。

投信

新規に利用する

10

11

12

13
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記載要領　様式1-1-1

2.利用サービス（非居住者取引） ⑭ 利用サービス(非居住者取引)

・　繰越通知データの要否を選択

詳細については、接続仕様書(業務編(非居住者取引)) ３.８繰越処理をご参照ください。

繰越通知データ

□ 受信希望 ・　カットオフタイム警告データ送信時の決済照合結果通知データ(業務一致(受渡し

□ 受信不要 実行不可))の要否を選択

カットオフタイム警告データ送信時の決済照合結果通知データ（照合一致(受渡実行不可)） 詳細については、接続仕様書(業務編(非居住者取引)) ３.４カットオフタイムに関する

□ 受信希望 処理をご参照ください。

□ 受信不要

六.届出（その他） ⑮ 届出(その他)

　当社は、決済照合システムを利用するに当たり、下記の事項を別紙にて届出いたします。 有価証券の取引等の決済条件の照合等に関する規則第６条の規定に基づき、本書類に合わせて

提出する書類に、チェックをつけてください。

□

□

□

□

□

以上

書類の名称

取扱責任者届出申請書

非
居
住
者
取
引

様式3-1-3 決済代行利用届出書【決済代行会社用】

当社は、非居住者取引に関する決済照合システムの利用に当たり、以下のサービスを利用するこ
ととします。

様式3-1-2 決済代行会社への業務委託に関する届出書

業務代行者届出申請書

様式1-7-3 計算会社届出申請書

様式1-7-1

様式1-7-2

様式番号15

14
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様式1-7-1

株式会社 証券保管振替機構 記載要領

代表取締役社長　竹内　克伸　殿 平成 年 月 日 ① 書類の提出日

② 貴社名

会社名： ③ 貴社の金融機関識別コード

金融機関識別コード： （ ） ④ 申請の区分 ※ 変更の場合においても、【⑨】以降に全ての担当者を記入して下さい

（ □ 新規 □ 変更） 部署名： ⑤ 記入者の部署名

氏　名： ⑥ 記入者の氏名

ＴＥＬ： ⑦ 記入者の電話番号

記

1.適応日 （平成 年 月 日 ） ⑧ 申請の適応希望日（随時募集の場合は記入不要）

2.業務取扱責任者及び業務取扱副責任者（国内取引） ⑨ 国内取引を利用する ⇒ 【⑩】に進む

(1) 業務取扱責任者（国内取引） 国内取引を利用しない ⇒ 【⑭】に進む

（ ） ⑩ 国内取引における業務取扱責任者を記入して下さい

※ 国内取引を利用する場合は記入必須です。

2 ※ 代行会社に業務委託する場合においても、業務取扱責任者は届出会社の

〒 担当者を記入してください。（原則、代行会社の担当者は不可）

4

5

(2) 業務取扱副責任者（国内取引）

(副1)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債 ⑪ 国内取引における業務取扱副責任者を記入して下さい

□ 短期社債 □ 先物・オプション □ 投信 ※ 業務取扱副責任者が担当する商品をチェックして下さい

（ ）

※ 最大6名（副1～副6）まで記載可能です。

3
※ 代行会社の担当者も記載可能です。

4    （他社の場合は「3.会社名※」の欄に会社名を記載して下さい）

5

6

※自社（届出会社）の場合は記入不要

電話番号
（半角数字）

　当社は、有価証券の取引等の決済条件の照合等に関する規則第6条第1項第1号、第2号及び第9条第1項
第4号の規定に基づき、当社の決済照合システムの統括に当たる業務取扱責任者及びシステム取扱責任者
を定めますので、下記の通り届出いたします。

1

当社における、国内取引に関する有価証券の取引等の決済条件の照合等の統括に当たる業務取扱責任者
として、以下の担当者が対応いたします。

電子メールアドレス
（半角英数字）

部署名

会社名※

役職名

電子メールアドレス
（半角英数字）

当社における、国内取引に関する有価証券の取引等の決済条件の照合等の統括に当たる業務取扱副責任
者として、以下の担当者が対応いたします。

2
（フリガナ）

氏　名

1 担当業務

役職名

電話番号
（半角数字）

3

（フリガナ）

氏　名

部署名

住　所

決済照合システム　取扱責任者届出申請書

FAX番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

1

2

3

4 5

6

7

8

9

10

11
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様式1-7-1

(副2)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債 □ 先物・オプション □ 投信

（ ）

3

4

5

6

(副3)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債 □ 先物・オプション □ 投信

（ ）

3

4

5

6

(副4)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債 □ 先物・オプション □ 投信

（ ）

3

4

5

6

(副5)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債 □ 先物・オプション □ 投信

（ ）

3

4

5

6

※自社（届出会社）の場合は記入不要

電子メールアドレス
（半角英数字）

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

2
（フリガナ）

氏　名

電子メールアドレス
（半角英数字）

1 担当業務

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

2
（フリガナ）

氏　名

電子メールアドレス
（半角英数字）

1 担当業務

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

1 担当業務

2
（フリガナ）

氏　名

会社名※

会社名※

1 担当業務

2
（フリガナ）

氏　名

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

電子メールアドレス
（半角英数字）
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様式1-7-1

(副6)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債 □ 先物・オプション □ 投信

（ ）

3

4

5

6

※自社（届出会社）の場合は記入不要

3.システム取扱責任者及びシステム取扱副責任者（国内取引）

(1) システム取扱責任者（国内取引）

（ ）

⑫ 国内取引におけるシステム取扱責任者を記入して下さい

2 ※ 国内取引を利用する場合は記入必須です

3
※ 他社の担当者も記載可能です。

〒    （他社の場合は「2.会社名※」の欄に会社名を記載して下さい）

5

6

(2) システム取扱副責任者（国内取引）

(副1)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債 ⑬ 国内取引におけるシステム取扱副責任者を記入して下さい

□ 短期社債 □ 先物・オプション □ 投信 ※ 他社の担当者も記載可能です。

（ ）    （他社の場合は「2.会社名※」の欄に会社名を記載して下さい）

※ 最大2名（副1～副2）まで記載可能です。

3

4

5

6

※自社（届出会社）の場合は記入不要

氏　名

1
（フリガナ）

氏　名

FAX番号
（半角数字）

電子メールアドレス
（半角英数字）

電話番号
（半角数字）

当社における、国内取引に関する利用者システムの処理の統括に当たるシステム取扱責任者として、以
下の担当者が対応いたします。

当社における、国内取引に関する利用者システムの処理の統括に当たるシステム取扱副責任者として、
以下の担当者が対応いたします。

会社名※

会社名※

電子メールアドレス
（半角英数字）

部署名

電話番号
（半角数字）

住　所

部署名

1 担当業務

会社名※

2
（フリガナ）

氏　名

電子メールアドレス
（半角英数字）

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

役職名

4

FAX番号
（半角数字）

役職名

2

1 担当業務

（フリガナ）

12

13
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様式1-7-1

(副2)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債 □ 先物・オプション □ 投信

（ ）

3

4

5

6

※自社（届出会社）の場合は記入不要

4.業務取扱責任者及び業務取扱副責任者（非居住者取引）

(1) 業務取扱責任者（非居住者取引） ⑭ 非居住者取引を利用する ⇒ 【⑮】に進む

非居住者取引を利用しない ⇒  終了

（ ） ⑮ 非居住者取引における業務取扱責任者を記入して下さい

※ 非居住者取引を利用する場合は記入必須です

2 ※ 代行会社に業務委託する場合においても、業務取扱責任者は

〒    届出会社の担当者を記入してください。（原則、代行会社の担当者は不可）

4

5

(2) 業務取扱副責任者（非居住者取引）

(副1)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債 ⑯ 非居住者取引における業務取扱副責任者を記入して下さい

□ 短期社債 ※ 業務取扱副責任者が担当する商品をチェックして下さい

（ ） ※ 最大4名（副1～副4）まで記載可能です。

※ 代行会社の担当者も記載可能です。

3    （他社の場合は「3.会社名※」の欄に会社名を記載して下さい）

4

5

6

※自社（届出会社）の場合は記入不要

電子メールアドレス
（半角英数字）

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

1 担当業務

当社における、非居住者取引に関する有価証券の取引等の決済条件の照合等の統括に当たる業務取扱副
責任者として、以下の担当者が対応いたします。

2
（フリガナ）

氏　名

電話番号
（半角数字）

電子メールアドレス
（半角英数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名部署名

3 住　所

1
（フリガナ）

氏　名

当社における、非居住者取引に関する有価証券の取引等の決済条件の照合等の統括に当たる業務取扱責
任者として、以下の担当者が対応いたします。

役職名

電子メールアドレス
（半角英数字）

2
（フリガナ）

氏　名

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

1 担当業務

14

15

16
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様式1-7-1

(副2)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債

（ ）

3

4

5

6

(副3)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債

（ ）

3

4

5

6

(副4)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債

（ ）

3

4

5

6

※自社（届出会社）の場合は記入不要

電子メールアドレス
（半角英数字）

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

2
（フリガナ）

氏　名

電子メールアドレス
（半角英数字）

1 担当業務

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

2
（フリガナ）

氏　名

電子メールアドレス
（半角英数字）

1 担当業務

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

2
（フリガナ）

氏　名

1 担当業務
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様式1-7-1

5.システム取扱責任者及びシステム取扱副責任者（非居住者取引）

(1) システム取扱責任者（非居住者取引） ⑰ 非居住者取引におけるシステム取扱責任者を記入して下さい

※ 非居住者取引を利用する場合は記入必須です

※ 他社の担当者も記載可能です。

（ ）    （他社の場合は「2.会社名※」の欄に会社名を記載して下さい）

2

3

〒

5

6

(2) システム取扱副責任者（非居住者取引） ⑱ 非居住者取引におけるシステム取扱副責任者を記入して下さい

※ 他社の担当者も記載可能です。

   （他社の場合は「2.会社名※」の欄に会社名を記載して下さい）

(副1) ※ 最大2名（副1～副2）まで記載可能です。

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債

（ ）

3

4

5

6

(副2)

□ 株式／ＣＢ □ 国債 □ 一般債

□ 短期社債

（ ）

3

4

5

6

※自社（届出会社）の場合は記入不要

以上

会社名※

電子メールアドレス
（半角英数字）

電話番号
（半角数字）

部署名

会社名※

（フリガナ）

電話番号
（半角数字）

電子メールアドレス
（半角英数字）

氏　名
2

氏　名

当社における、非居住者取引に関する利用者システムの処理の統括に当たるシステム取扱副責任者とし
て、以下の担当者が対応いたします。

4 住　所

1 担当業務

当社における、非居住者取引に関する利用者システムの処理の統括に当たるシステム取扱責任者とし
て、以下の担当者が対応いたします。

1
（フリガナ）

＜㈱証券保管振替機構からの個人情報の取扱いに関するご連絡＞
　㈱証券保管振替機構（以下「当社」といいます。）は、本申請書に記載された個人情報を、決済照合システムに関する事務連絡を行うため、下記
担当者と当社担当者又は他の決済照合システム利用者から当社へ届出された担当者との間で共同利用します。なお、当該個人情報は、本目的以外で
の目的では使用せず、また共同利用する者以外の第三者への提供は行いません。この場合の下記個人情報の管理責任者は当社が努めます。
　当社の取り扱う個人情報、当社の個人情報保護方針など当社の個人情報保護に関する事項は、当社ホームページ（http://www.jasdec.com）に掲載
されておりますので、適宜ご参照ください。

部署名 役職名

FAX番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

1 担当業務

2
（フリガナ）

氏　名

会社名※

部署名 役職名

電子メールアドレス
（半角英数字）

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

17

18
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記載要領　様式1-7-2

株式会社 証券保管振替機構 記載要領

代表取締役社長　竹内　克伸　殿 平成 年 月 日 ① 書類の提出日

② 貴社名

会社名： ③ 貴社の金融機関識別コード

金融機関識別コード： （ ） ④ 申請の区分 ※ 変更の場合においても、【⑨】以降に全ての担当者を記入して下さい

（ □ 新規 □ 変更） 部署名： ⑤ 記入者の部署名

氏　名： ⑥ 記入者の氏名

ＴＥＬ： ⑦ 記入者の電話番号

記

1.適応日 （平成 年 月 日 ） ⑧ 申請の適応希望日（随時募集の場合は記入不要）

2.業務代行における業務取扱責任者と業務取扱副責任者（国内取引）

(1) 業務代行者（国内取引） ⑨ 国内取引を業務代行する ⇒ 【⑩】に進む

当社の国内取引に関する業務代行者として、以下の者が対応いたします。 国内取引を業務代行しない ⇒ 【⑬】に進む

1

〒 ⑩ 国内取引における業務代行先を記入して下さい

※ 国内取引を業務代行する場合は記入必須です

(2) 業務取扱責任者（国内取引）

（ ） ⑪ 国内取引における業務代行先の業務取扱責任者を記入して下さい

※ 国内取引を業務代行する場合は記入必須です

2

〒

4

6

(3) 業務取扱副責任者（国内取引）

（ ） ⑫ 国内取引における業務代行先の業務取扱副責任者を記入して下さい

2

3

4

  当社は、有価証券の取引等の決済条件の照合等に関する規則第6条第1項第3号及び第9条第1項第4号の
規定に基づき業務代行者を定めますので、下記の通り届出いたします。

決済照合システム　業務代行者届出申請書

部署名

住　所

役職名

電話番号
（半角数字）

3

（フリガナ）

氏　名

電子メールアドレス
（半角英数字）

部署名 役職名

業務代行者における、国内取引に関する有価証券の取引等の決済条件の照合等の統括に当る業務取扱副
責任者として、以下の担当者が対応いたします。

1
（フリガナ）

氏　名

電話番号
（半角数字）

電子メールアドレス
（半角英数字）

業務代行者における、国内取引に関する有価証券の取引等の決済条件の照合等の統括に当る業務取扱責
任者として、以下の担当者が対応いたします。

1

2 住　所

名　称

FAX番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

複数の計算会社を利用する場合は計算会社毎に本書類を提出

1

2

3

4 5

6

7

8

9

10

11

12

1/2 2007.01.04



記載要領　様式1-7-2

3.業務代行における業務取扱責任者と業務取扱副責任者（非居住者取引）

(1) 業務代行者（非居住者取引） ⑬ 非居住者取引を業務代行する ⇒ 【⑭】に進む

当社の非居住者取引に関する業務代行者として、以下の者が対応いたします。 非居住者取引を業務代行しない ⇒  終了

1

〒 ⑭ 非居住者取引における業務代行先を記入して下さい

※ 非居住者取引を業務代行する場合は記入必須です

(2) 業務取扱責任者（非居住者取引）

（ ） ⑮ 非居住者取引における業務代行先の業務取扱責任者を記入して下さい

※ 非居住者取引を業務代行する場合は記入必須です

2

〒

4

5

(3) 業務取扱副責任者（非居住者取引）

（ ） ⑯ 非居住者取引における業務代行先の業務取扱副責任者を記入して下さい

2

3

4

以上

名　称

1
（フリガナ）

氏　名

＜㈱証券保管振替機構からの個人情報の取扱いに関するご連絡＞
　㈱証券保管振替機構（以下「当社」といいます。）は、本申請書に記載された個人情報を、決済照合システムに関する事務連絡を行うため、下
記担当者と当社担当者又は他の決済照合システム利用者から当社へ届出された担当者との間で共同利用します。なお、当該個人情報は、本目的以
外での目的では使用せず、また共同利用する者以外の第三者への提供は行いません。この場合の下記個人情報の管理責任者は当社が努めます。
　当社の取り扱う個人情報、当社の個人情報保護方針など当社の個人情報保護に関する事項は、当社ホームページ（http://www.jasdec.com）に掲
載されておりますので、適宜ご参照ください。

役職名

電話番号
（半角数字）

氏　名

部署名

業務代行者における、非居住者取引に関する有価証券の取引等の決済条件の照合等の統括に当る業務取
扱副責任者として、以下の担当者が対応いたします。

部署名

3 住　所

電子メールアドレス
（半角英数字）

1
（フリガナ）

電話番号
（半角数字）

電子メールアドレス
（半角英数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

業務代行者における、非居住者取引に関する有価証券の取引等の決済条件の照合等の統括に当る業務取
扱責任者として、以下の担当者が対応いたします。

2 住　所

FAX番号
（半角数字）

13

14

15

16
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様式1-8-1

株式会社 証券保管振替機構 記載要領

代表取締役社長　竹内　克伸　殿 平成 年 月 日 ① 書類の提出日

② 貴社名

会社名： ③ 記入者の部署名

（ □ 新規 □ 変更） 部署名： ④ 申請の区分

氏　名： ⑤ 記入者の氏名

ＴＥＬ： ⑥ 記入者の電話番号

記

1.適応日 （平成 年 月 日 ） ⑦ 申請の適応希望日（随時募集の場合は記入不要）

2.金融機関識別コード

　当社の金融機関識別コードは以下のとおりです。

（請求は複数コード分を名寄せして行います。）

□ ＢＩＣ ⑧ 貴社の金融機関識別コード

□ その他（ ） ※ 金融機関識別コードを複数所有している場合、いずれか1つを選択して記入してください。

（請求は複数コード分を名寄せして行います。）

3.手数料請求先

　当社の決済照合システム利用に係る、各種手数料請求先は以下のとおりです。

⑧ 手数料請求先

※ 連絡先担当者は、業務取扱責任者又はシステム取扱責任者とする必要はありません。

手数料の請求について、具体的な内容がわかる実務担当者を記入してください。

〒

□

□

□

□

□

□

□

以上

６２０４６２７

本店営業部

日本橋東支店

日本橋支店

兜町証券営業部

日本橋営業部

東京営業部

口座番号

９２０４３７０

６７２０５１１

００８６１０２

０１８６４４５

２３０１３２０

０８１８０６９

日本橋支店

6

預金種類：当座預金、口座名義：(株)証券保管振替機構

手数料振込先銀行

ﾁｪｯｸ欄 銀行名

三菱東京ＵＦＪ銀行

三井住友銀行

りそな銀行

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

三菱ＵＦＪ信託銀行

中央三井信託銀行

住友信託銀行

FAX番号

役職名

4  住所

5 電話番号

3
連絡先担当者

氏名

1 社名

2
部署名

※全角10文字まで

＜㈱証券保管振替機構からの個人情報の取扱いに関するご連絡＞
　㈱証券保管振替機構(以下「当社」といいます。)は、本申請書に記載された個人情報を、金融庁等の主務大臣から承認された決済照合システムに
関する業務を円滑に遂行するため、また本申請に基づく担当者と当社との間の事務連絡を行うため、利用させていただきます。
　当社の取扱う個人情報、当社の個人情報保護方針など当社の個人情報保護に関する事項は、当社ホームページ(http://www.jasdec.com)に掲載さ
れておりますので、適宜ご参照ください。

決済照合システム　利用手数料請求先に関する届出書

コード種別記入欄

支店名

コード記入欄

1

　当社は、決済照合システムの利用に係る、各種手数料を納入するにあたり、下記事項について届出
いたします。

1

2

3

5

7

4

6

8

9
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記載要領　様式1-8-2

株式会社 証券保管振替機構 記載要領

代表取締役社長　竹内　克伸　殿 平成 年 月 日 ① 書類の提出日

会社名： ② 貴社名

部署名： ③ 記入者の部署名

氏　名： ④ 記入者の氏名

ＴＥＬ： ⑤ 記入者の電話番号

※ 業務取扱責任者もしくはシステム取扱責任者名を記入してください。

記

1.金融機関識別コード

　当社の金融機関識別コードは以下のとおりです。

□ ＢＩＣ ⑥ 貴社の金融機関識別コード

□ その他（ ）

2.料　率

⑦ 料率

1 □ 決済照合システムの手数料における料率（通常料率／特別料率）を選択

2 □

3.適用開始

　 200 年 月分より ⑧ 適応開始

選択した料率の適応開始年月を記入

以上

＜㈱証券保管振替機構からの個人情報の取扱いに関するご連絡＞
　㈱証券保管振替機構(以下｢当社｣といいます。)は、本申請書に記載された個人情報を、金融庁等の主務大臣から承認された決済照合システムに
関する業務を円滑に遂行するため、また本申請に基づく担当者と当社との間の事務連絡を行うため、利用させていただきます。
　当社の取り扱う個人情報、当社の個人情報保護方針など当社の個人情報保護に関する事項は、当社ホームページ(http://www.jasdec.com)に掲載
されておりますので、適宜ご参照ください。

別表Ａ(通常料率)

別表Ｂ(特別料率)

決済照合システム　利用手数料に関する届出書

コード種別記入欄 コード記入欄

1

　当社は、決済照合システムの利用に係る手数料について「決済照合システム手数料表」における別
表Ａ、別表Ｂのうち下記の料率を選択いたします。

1

2

3

4

5

6

7

8
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記載要領　様式1-9-1
株式会社 証券保管振替機構 記載要領

代表取締役社長　竹内　克伸　殿 平成 年 月 日 ① 書類の提出日

② 貴社名

会社名： ③ 貴社の金融機関識別コード

金融機関識別コード： （ ） ④ 申請の区分

（ □ 新規 □ 変更） 部署名： ⑤ 記入者の部署名

氏　名： ⑥ 記入者の氏名

ＴＥＬ： ⑦ 記入者の電話番号

記

1.適応日 （平成 年 月 日 ） ⑧ 申請の適応希望日（随時募集の場合は記入不要）

2.ファンドコード・SSI登録連絡者

当社における、ファンド・SSI登録連絡者として、以下の担当者が対応いたします。

(1) 第一登録連絡者

（ ） ⑨ ファンド・SSI登録における責任者を記入して下さい

2 ※ 最大4名（第二登録連絡者～第四登録連絡者）まで記載可能です。

3
※ 代行会社の担当者も記載可能です。

4    （他社の場合は「2.会社名※」の欄に会社名を記載して下さい）

5

(2) 第二登録連絡者

（ ）

2

3

4

5

(3) 第三登録連絡者

（ ）

2

3

4

5

※自社（届出会社）の場合は記入不要

電子メールアドレス
（半角英数字）

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

役職名

FAX番号
（半角数字）

電子メールアドレス
（半角英数字）

1
（フリガナ）

氏　名

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

役職名

FAX番号
（半角数字）

電子メールアドレス
（半角英数字）

1
（フリガナ）

氏　名

会社名※

部署名

電話番号
（半角数字）

FAX番号
（半角数字）

役職名

1
（フリガナ）

氏　名

 当社において、決済照合システムのファンド・SSI登録連絡者を下記の通り届出いたします。

決済照合システム　ファンド・SSI登録連絡者申請書

1

2

3

4 5

6

7

8

9
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記載要領　様式1-9-1
(4) 第四登録連絡者

（ ）

2

3

4

5

以上

＜㈱証券保管振替機構からの個人情報の取扱いに関するご連絡＞
　㈱証券保管振替機構（以下「当社」といいます。）は、本申請書に記載された個人情報を、決済照合システムに関する事務連絡を行うため、下
記担当者と当社担当者又は他の決済照合システム利用者から当社へ届出された担当者との間で共同利用します。なお、当該個人情報は、本目的以
外での目的では使用せず、また共同利用する者以外の第三者への提供は行いません。この場合の下記個人情報の管理責任者は当社が努めます。
　当社の取り扱う個人情報、当社の個人情報保護方針など当社の個

部署名

電話番号
（半角数字）

役職名

会社名※

電子メールアドレス
（半角英数字）

FAX番号
（半角数字）

1
（フリガナ）

氏　名

2/2 2007.01.04



その他金融機関（一般債） 記載要領 様式1-10-1

記載要領
① 書類の提出日

② 貴社名

③ 貴社の金融機関識別コード

④ 記入者名の部署名

⑤ 記入者の電話番号

⑥ 記入者の氏名

※　業務取扱責任者もしくはシステム取扱責任者名を記入して下さい

⑦ 申請の区分及び申請の適応希望日(随時募集の場合は記入不要)

⑧ 商品別参加ステータスの記入にあたって注意事項

⑨ 貴社の金融機関識別コード

⑩ 貴社名

⑪ 決済照合システムにおける業務フロー区分。貴社の業務フローについて、送信対象とする商品、取引の回答欄に｢○｣を記入する

※　｢三者間センタマッチング型(運用指図配信サービス利用)｣：決済照合システムにおいて証券会社から送信された売買報告データをもとに運用指図データを作成し、これを運用会社に送信し、運用会社で内容の確認を行った後に当該運用指図データを送信する形態

※　｢三者間センタマッチング型(運用指図配信サービス未利用)｣：運用会社が運用指図データを作成し、送信する形態

※　「運用指図サポート対象外型」：運用会社が本システムに参加せず、別の手段で運用指図データを作成し、送信する形態

※　｢スルー型｣：決済照合システムでは運用指図データと売買報告データの照合を行わず、運用会社が運用指図データを証券会社が売買報告データをそれぞれ、決済照合システムを通じて信託銀行に送信する形態

※　｢プロパー取引型｣：生損保や信託銀行が自ら運用を行う取引など。運用指図データがなく、決済照合システムを通じて証券会社から送信された売買報告データの内容を自ら確認する形態

※　｢二者間センタマッチング型｣：業者間等における相対取引の結果を双方が確認しあうことを想定し、売り手、買い手がそれぞれ売買報告データを送信する形態

⑫ 一般債の約定照合において、売買報告データを送信するかどうか。貴社が売買報告データを送信する場合、回答欄に｢○｣を記入する

⑬ 一般債に関する決済照合システムでの対象取引。貴社の送信対象の取引については、対象業務フローの回答欄に｢○｣を記入する

※　募集取引：新規発行が行われる際の引受偉会社、投資家間の取引

⑭ 新規記録における貴社の役割。対象となるものすべてに｢○｣を記入する

⑮ 一般債に関して、他の利用者に向けて、特記事項として連絡する内容、注意点等

(例　現先のサブスティチューションについては、ご希望される取引相手があった場合に検討します)
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その他金融機関（短期社債） 記載要領 様式1-10-1

株式会社　証券保管振替機構　御中 平成 年 月 日

会社名：

金融機関識別コード：（ ）

　　　　決済照合システム商品別参加ステータス（その他金融機関） 部署名：

　　　　（３／３） 氏　名：

　　　　当社の決済照合システムの送信対象データにつきまして、以下のとおり申請いたします。 ＴＥＬ：

　　　　記
1.申請区分及び実施日

□  新規

□  変更（実施日：平成 年 月  日）

2.商品別参加ステータス
・代行スキームの利用有無にかかわらず、決済照合システムを利用する運用会社、証券会社、信託銀行以外のすべての利用会社様に申請して頂きます。
・選択する各業務フローで、売買報告データを送信する場合に「○」を記入して下さい。
・データの送信対象に「○」を記入して下さい。
・短期社債の現先取引について、以下の取引を約定照合の対象とする場合に、取引番号に「○」を記入して下さい。
　①サブスティチューション照合
　②リプライシング照合
・短期社債の売買・レポ・現先を照合対象とする場合、以下の取引を約定照合の対象とする場合に、取引番号に「○」を記入して下さい。尚、以下の取引は、運用上は照合対象外となりますが、当事者間で合意のもと照合の対象とすることが可能な取引です。
  ③約定時に決済日（現先の場合はエンド日）の適用利率が未決定の変動利付債の
     a.売買の照合
     b.旧現先の照合
     c.新現先のはだか取引の照合
  ④レポ　エンド照合（最終マージンコール後の確定した約定照合）
  ⑤レポ　オープンエンドの照合
  ⑥現先　オープンエンドの照合
・短期社債のレポ・現先の照合参加にあたり、以下の取引を約定照合の対象とする場合に、取引番号に「○」を記入して下さい。
　尚、以下の取引については、「決済照合から利用」型でご利用頂く取引ですが、約定照合については、個別ニーズがあれば、当事者間で合意のもと約定照合の対象とすることが可能な取引です。
　⑦レポ取引・エンド決済
  ⑧現先取引・エンド決済
  ⑨現先取引　リプライシング原約定訂正
　⑩現先取引　サブスティチューション　原約定訂正

売買 募集取引 レポ 現先 ① ② ③a ③b ③c ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

* : 複数の業務フロー区分にて対応される場合には、業務フロー区分毎にご記入下さい。

以上

短期社債の約定照合
金融機関識別
コード

会社名 業務フロー区分
売報データ
送信有無

＜㈱証券保管振替機構からの個人情報の取扱いに関するご連絡＞
㈱証券保管振替機構（以下「当社」といいます。）は、本申請書に記載された個人情報を、金融庁等の主務大臣から承認された決済照合システムに関する業務を円滑に遂行するため、また本申請に基づく上記担当者と当社との間の事務連絡を行うため、利用させていただきます。
当社の取り扱う個人情報、当社の個人情報保護方針など当社の個人情報保護に関する事項は、当社ホームページ（http://www.jasdec.com）に掲載されておりますので、適宜ご参照ください。

備  考

プロパー型

スルー型

二者間センタマッチング型

三者間センタ・マッチング型
（運用指図配信サービス利用）

三者間センタ・マッチング型
（運用指図配信サービス未利用）

運用指図サポート対象外型

9 10

11 12 13 14

7

8

1

2

3

4

5

6
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その他金融機関（短期社債） 記載要領 様式1-10-1

記載要領
① 書類の提出日

② 貴社名

③ 貴社の金融機関識別コード

④ 記入者名の部署名

⑤ 記入者の電話番号

⑥ 記入者の氏名

※　業務取扱責任者もしくはシステム取扱責任者名を記入して下さい

⑦ 申請の区分及び申請の適応希望日(随時募集の場合は記入不要)

⑧ 商品別参加ステータスの記入にあたって注意事項

⑨ 貴社の金融機関識別コード

⑩ 貴社名

⑪ 決済照合システムにおける業務フロー区分。貴社の業務フローについて、送信対象とする商品、取引の回答欄に｢○｣を記入する

※　｢三者間センタマッチング型(運用指図配信サービス利用)｣：決済照合システムにおいて証券会社から送信された売買報告データをもとに運用指図データを作成し、これを運用会社に送信し、運用会社で内容の確認を行った後に当該運用指図データを送信する形態

※　｢三者間センタマッチング型(運用指図配信サービス未利用)｣：運用会社が運用指図データを作成し、送信する形態

※　「運用指図サポート対象外型」：運用会社が本システムに参加せず、別の手段で運用指図データを作成し、送信する形態

※　｢スルー型｣：決済照合システムでは運用指図データと売買報告データの照合を行わず、運用会社が運用指図データを証券会社が売買報告データをそれぞれ、決済照合システムを通じて信託銀行に送信する形態

※　｢プロパー取引型｣：生損保や信託銀行が自ら運用を行う取引など。運用指図データがなく、決済照合システムを通じて証券会社から送信された売買報告データの内容を自ら確認する形態

※　｢二者間センタマッチング型｣：業者間等における相対取引の結果を双方が確認しあうことを想定し、売り手、買い手がそれぞれ売買報告データを送信する形態

⑫ 一般債の約定照合において、売買報告データを送信するかどうか。貴社が売買報告データを送信する場合、解答欄に｢○｣を記入する

⑬ 短期社債に関する決済照合システムでの対象取引。貴社の送信対象の取引については、対象業務フローの解答欄に｢○｣を記入する

※　募集取引：新規発行が行われる際の引受会社、投資家間の取引

⑭ 短期社債に関して、ほかの利用者に向けて、特記事項として連絡する内容、注意点等

(例　現先のサブスティチューションについては、ご希望される信託銀行様があった場合に検討します）
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非居住者取引 記載要領 様式1-10-1

株式会社　証券保管振替機構　御中 平成 年 月 日

会社名：

金融機関識別コード：（ ）

決済照合システム商品別参加ステータス（非居住者取引） 部署名：

氏　名：

当社の決済照合システムの送信対象データにつきまして、以下のとおり申請いたします。 ＴＥＬ：

記

1.申請区分及び実施日

□  新規

□  変更（実施日：平成 年 月  日）

2.商品別参加ステータス

・データの送信対象に「○」を記入して下さい。

以上

＜㈱証券保管振替機構からの個人情報の取扱いに関するご連絡＞
㈱証券保管振替機構（以下「当社」といいます。）は、本申請書に記載された個人情報を、金融庁等の主務大臣から承認された決済照合システムに関する業務を円滑に遂行するため、
また本申請に基づく上記担当者と当社との間の事務連絡を行うため、利用させていただきます。
当社の取り扱う個人情報、当社の個人情報保護方針など当社の個人情報保護に関する事項は、当社ホームページ（http://www.jasdec.com）に掲載されておりますので、適宜ご参照ください。

株式
金融機関識別
コード

会社名 国債CB 備  考一般債 短期社債

9 10

11 12

7

8

1

2

3

4

5

6

21/22 2007.01.04



非居住者取引 記載要領 様式1-10-1

記載要領
① 書類の提出日

② 貴社名

③ 貴社の金融機関識別コード

④ 記入者名の部署名

⑤ 記入者の電話番号

⑥ 記入者の氏名

※　業務取扱責任者もしくはシステム取扱責任者名を記入して下さい

⑦ 申請の区分及び申請の適応希望日(随時募集の場合は記入不要)

⑧ 商品別参加ステータスの記入に当たっての注意事項

⑨ 貴社の金融機関識別コード

⑩ 貴社名

⑪ 非居住者取引に関する決済照合システムでの対象商品。貴社の送信対象の商品については、回答欄に｢○｣を記入する

⑫ 非居住者取引に関して、ほかの利用者に向けて、特記事項として連絡する内容、注意点等

(例　国際のデータについては、＊月＊日から送信します）
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